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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期

第３四半期連結
累計期間

第23期
第３四半期連結
累計期間

第22期

会計期間

自平成28年
　３月１日
至平成28年
　11月30日

自平成29年
　３月１日
至平成29年
　11月30日

自平成28年
　３月１日
至平成29年
　２月28日

売上高 （千円） 8,016,317 7,414,757 9,908,415

経常利益 （千円） 462,577 526,018 335,118

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する当期純損失（△）
（千円） 123,754 203,829 △442,268

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 69,325 186,779 △441,171

純資産額 （千円） 915,065 598,172 404,568

総資産額 （千円） 3,875,625 3,067,959 2,995,649

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）
（円） 28.73 47.27 △102.67

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 23.6 19.5 13.5

 

回次
第22期

第３四半期連結
会計期間

第23期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成28年
　９月１日
至平成28年
　11月30日

自平成29年
　９月１日
至平成29年
　11月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 11.21 △8.76

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

　第１四半期連結会計期間において、株式会社ダイヤモンドダイニング（現　株式会社ＤＤホールディングス）（以

下「当該会社」といいます。）との間で、平成29年４月14日付で当該会社による当社の連結子会社化を目的とする

「合意書」（以下、「本合意書」といいます。）を締結いたしました。

　この結果、本合意書の効力発生日である平成29年６月１日付で、実質支配力基準により当社は当該会社の連結子会

社に該当することとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績の状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（１）業績の状況

売上高につきましては、既存店舗は、前期対比101.7％とダイニング事業、アロハテーブル事業を中心に好調

に推移いたしました。一方で、前期に不採算店舗の閉鎖、並びに当期において６店舗の退店を行ったことにより

全体では大きく減収となっております。

営業利益につきましては、退店による減益があったものの、既存店舗において、販売促進力の最適化、各種オ

ペレーションの見直しの他、購買部による原価低減活動等により利益率が改善され、収益力が上昇したこと、ま

た、本部コストの低減による費用圧縮に加え、前期に不採算店舗の減損処理を行ったことによる増益効果もあ

り、前期対比、計画対比ともに増益となりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間（平成29年３月１日～平成29年11月30日）の連結業績は、売上高

7,414百万円（前年同期比7.5％減）、営業利益512百万円（同10.9％増）、経常利益526百万円（同13.7％増）、

親会社株主に帰属する四半期純利益203百万円（同64.7％増）となりました。

また、店舗数については、当期間においてアロハテーブル事業にて２店舗の新規出店、ダイニング事業にて３

店舗、アロハテーブル事業にて３店舗の閉店を行ったことにより、当第３四半期末の店舗数は、直営店65店舗

（国内62店舗（ビアガーデン10店舗含む）、海外３店舗）、ＦＣ店８店舗の合計73店舗となっております。

 

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ72百万円増加の3,067百万円となりまし

た。これは主に、繰延税金資産（流動資産及び固定資産合計）が123百万円減少したものの、現金及び預金が154

百万円、売掛金が48百万円、それぞれ増加したこと等によるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ121百万円減少の2,469百万円となりました。これは主に、資産除去債務

が100百万円、未払法人税等が79百万円増加したものの、借入金（流動負債及び固定負債合計）が249百万円、未

払消費税等が56百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ193百万円増加の598百万円となりました。これは主に、資本剰余金が

298百万円減少したものの、利益剰余金が505百万円増加したこと等によるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　該当事項はありません。

 

（４）研究開発活動

　　　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,390,000

計 15,390,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年１月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,315,900 4,315,900
名古屋証券取引所

（セントレックス）

単元株式数

100株

計 4,315,900 4,315,900 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

 平成29年９月１日～

 平成29年11月30日
－ 4,315,900 － 383,017 － 3,412

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　100 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,315,500 43,155 ―

単元未満株式 普通株式　　　　300 ― ―

発行済株式総数 4,315,900 ― ―

総株主の議決権 ― 43,155 ―

　　　　（注）１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株40株が含まれております。

２．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成29年８月31日）に基づく株主名簿による

記載をしております。
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②【自己株式等】

平成29年11月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

(自己保有株式)

株式会社ゼットン

名古屋市中区栄

三丁目12番23号
100 ― 100 0.00

計 　　― 100 ― 100 0.00

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社ゼットン(E03486)

四半期報告書

 6/17



第４【経理の状況】
 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年９月１日から平

成29年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年３月１日から平成29年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人コスモスによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 687,637 842,471

売掛金 130,405 179,355

商品 1,277 2,798

原材料及び貯蔵品 77,307 82,721

前払費用 75,453 77,643

繰延税金資産 63,965 15,347

その他 48,573 57,407

貸倒引当金 △1,139 △1,415

流動資産合計 1,083,481 1,256,329

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,957,113 3,030,696

減価償却累計額 △1,396,245 △1,403,226

減損損失累計額 △757,992 △831,625

建物及び構築物（純額） 802,875 795,843

工具、器具及び備品 807,341 803,941

減価償却累計額 △659,183 △650,931

減損損失累計額 △43,858 △48,322

工具、器具及び備品（純額） 104,299 104,688

リース資産 281,376 249,928

減価償却累計額 △180,116 △163,869

減損損失累計額 △54,270 △58,957

リース資産（純額） 46,989 27,101

建設仮勘定 151,735 174,898

その他 5,783 5,783

減価償却累計額 △5,783 △5,783

減損損失累計額 △0 △0

その他（純額） 0 0

有形固定資産合計 1,105,899 1,102,532

無形固定資産 17,016 12,442

投資その他の資産   

投資有価証券 0 0

出資金 1,000 -

長期前払費用 11,654 12,620

差入保証金 406,751 388,794

繰延税金資産 369,845 295,078

その他 - 161

投資その他の資産合計 789,251 696,654

固定資産合計 1,912,167 1,811,629

資産合計 2,995,649 3,067,959
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年11月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 394,256 438,804

1年内返済予定の長期借入金 394,352 385,702

リース債務 37,613 33,438

未払金 200,662 200,458

未払費用 228,031 227,840

未払法人税等 4,882 84,306

未払消費税等 111,687 55,363

株主優待引当金 - 4,482

前受金 110,075 124,909

その他 25,174 23,792

流動負債合計 1,506,735 1,579,097

固定負債   

長期借入金 886,205 645,686

リース債務 73,658 40,541

資産除去債務 92,888 193,538

繰延税金負債 17,043 5,972

その他 14,550 4,950

固定負債合計 1,084,345 890,688

負債合計 2,591,080 2,469,786

純資産の部   

株主資本   

資本金 379,605 383,017

資本剰余金 301,808 3,412

利益剰余金 △277,172 228,465

自己株式 △130 △130

株主資本合計 404,110 614,764

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 458 △16,591

その他の包括利益累計額合計 458 △16,591

純資産合計 404,568 598,172

負債純資産合計 2,995,649 3,067,959
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年11月30日)

売上高 8,016,317 7,414,757

売上原価 2,310,440 2,025,519

売上総利益 5,705,877 5,389,238

販売費及び一般管理費 5,243,822 4,876,745

営業利益 462,054 512,492

営業外収益   

受取利息 114 106

協賛金収入 - 12,066

為替差益 278 -

その他 17,311 12,104

営業外収益合計 17,703 24,277

営業外費用   

支払利息 11,160 6,966

為替差損 - 1,986

その他 6,019 1,797

営業外費用合計 17,179 10,751

経常利益 462,577 526,018

特別利益   

固定資産売却益 - 1,996

受取補償金 50,000 -

その他 - 337

特別利益合計 50,000 2,333

特別損失   

固定資産売却損 4,241 -

減損損失 277,342 111,079

固定資産除却損 27 8,500

店舗閉鎖損失 2,585 13,170

その他 12,366 7,458

特別損失合計 296,563 140,208

税金等調整前四半期純利益 216,013 388,144

法人税、住民税及び事業税 27,581 72,000

法人税等調整額 64,677 112,314

法人税等合計 92,259 184,314

四半期純利益 123,754 203,829

親会社株主に帰属する四半期純利益 123,754 203,829
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年11月30日)

四半期純利益 123,754 203,829

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △54,429 △17,049

その他の包括利益合計 △54,429 △17,049

四半期包括利益 69,325 186,779

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 69,325 186,779

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

　（協賛金収入の計上区分の変更）

仕入先からの製品販売協力金等について、従来は営業外収益の協賛金収入として処理しておりましたが、平成

29年６月１日に株式会社ダイヤモンドダイニング（現　株式会社ＤＤホールディングス）の連結子会社になった

ことに伴い、親会社と同一の会計方針を採用することにより、グループ全体として統一した店舗の利益管理及び

予算管理を行うことを目的として、第１四半期連結会計期間より、仕入控除項目として売上原価に含めて処理す

る方法に変更しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、前第３四半期連結累計期間については遡及適

用後の四半期連結財務諸表となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第３四半期連結累計期間の売上総利益及び営業利益が89,421千円増

加し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に影響はありません。

 

 

（会計上の見積りの変更）

　（資産除去債務の見積りの変更）

不動産賃貸借契約に基づく原状回復債務として計上していた資産除去債務について、退店等による新たな情報

の入手に伴い、店舗の使用見込期間及び原状回復費用に関して見積りの変更を行っております。見積りの変更に

よる増加額を、変更前の資産除去債務残高に76,049千円加算しております。

なお、当該見積りの変更により、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は2,789千円減少し、税

金等調整前四半期純利益は19,248千円減少しております。

 

 

（表示方法の変更）

　（連結貸借対照表）

前連結会計年度まで「有形固定資産」の「建物及び構築物（純額）」、「工具、器具及び備品（純額）」、

「リース資産（純額）」、「その他（純額）」においては、資産科目に対する控除科目である「減価償却累計

額」及び「減損損失累計額」を資産から直接控除して表示する形式（直接控除形式）にて掲記しておりました

が、平成29年６月１日に株式会社ダイヤモンドダイニング（現　株式会社ＤＤホールディングス）の連結子会社

になったことに伴い、親会社との表示方法の統一を目的として、第１四半期連結会計期間より「減価償却累計

額」及び「減損損失累計額」を独立掲記して表示する形式（独立間接控除形式）に変更することとしました。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「有形固定資産」の「建物及び構築物（純額）」に表

示していた802,875千円、「工具、器具及び備品（純額）」に表示していた104,299千円、「リース資産（純

額）」に表示していた46,989千円、「その他（純額）」に表示していた０千円は、「建物及び構築物」

2,957,113千円、「減価償却累計額」△1,396,245千円及び「減損損失累計額」△757,992千円、「工具、器具及

び備品」807,341千円、「減価償却累計額」△659,183千円及び「減損損失累計額」△43,858千円、「リース資

産」281,376千円、「減価償却累計額」△180,116千円及び「減損損失累計額」△54,270千円、「その他」5,783

千円、「減価償却累計額」△5,783千円及び「減損損失累計額」△０千円として組み替えております。
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（追加情報）

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

　（株主優待引当金）

制度導入後一定期間が経過し適切なデータの蓄積により、将来利用されると見込まれる金額を合理的に見積る

ことが可能となったことに加え、株主優待制度の重要性が増したことを受けて、第１四半期連結会計期間より株

主優待引当金を計上しております。

この結果、当第３四半期連結会計期間末の四半期連結貸借対照表における株主優待引当金は4,482千円となっ

ており、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ同額減少しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年３月１日
至 平成29年11月30日）

減価償却費 239,218千円 124,051千円

のれんの償却額 3,836 3,941

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年３月１日　至平成28年11月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月30日

定時株主総会
普通株式 21,538 5 平成28年２月29日 平成28年５月31日 利益剰余金

 

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年３月１日　至平成29年11月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成29年４月13日開催の取締役会において平成29年５月25日開催の第22回定時株主総会に、資本

準備金の額の減少及び剰余金の処分について、以下の内容について付議することを決議し、同株主総会にて

承認可決されております。なお、本件は、「純資産の部」の振替処分であり、当社グループの純資産合計に

変動はありません。

 

　１．資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の目的

　　繰越利益剰余金の欠損の填補と財務体質の健全化及び早期の配当の回復を実現することを目的として、

　資本準備金の額の減少及び剰余金の処分を行うものであります。

　２．資本準備金の額の減少の要領

　　会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の額を減少させ、その他資本剰余金に振り替えるもの

　であります。

　　(1）減少する準備金の項目及びその額

　　　資本準備金        301,808,258円

　　(2）増加する剰余金の項目及びその額

　　　その他資本剰余金  301,808,258円

　３．剰余金の処分の要領

　　会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金の全額を減少させ、繰越利益剰余金に振り替えるもの

　であります。

　　(1）減少する剰余金の項目及びその額

　　　その他資本剰余金  301,808,258円

　　(2）増加する剰余金の項目及びその額

　　　繰越利益剰余金    301,808,258円

　上記の結果、第１四半期連結会計期間において資本剰余金が301,808千円減少し、利益剰余金が301,808千円

増加しております。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年11月30日）

当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年３月１日　至　平成29年11月30日）

当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年３月１日
至　平成28年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年３月１日
至　平成29年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 28円73銭 47円27銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
123,754 203,829

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
123,754 203,829

普通株式の期中平均株式数（株） 4,307,760 4,311,760

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社ゼットン(E03486)

四半期報告書

16/17



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年１月12日

株式会社ゼットン

取締役会　御中

 

監査法人コスモス

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 新開　智之　　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 小室　豊和　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ゼット

ンの平成29年３月１日から平成30年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年９月１日から平成

29年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年３月１日から平成29年11月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ゼットン及び連結子会社の平成29年11月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

強調事項

　会計方針の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計期間より、営業外収益に計上していた協賛金収入

を売上原価の控除項目とする方法に変更している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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